
大阪府環境管理施策の今後のあり方施策一覧

① ② ③

外部性の
内部化

環境効率性
の向上

環境リスク・
移行リスク
への対応

自然資本
の強化 外部性の内部化（詳細） 環境効率性の向上（詳細）

環境リスク・移行リスクへの対応
（詳細）

自然資本の強化（詳細）

大気環境分野、水環境分野、化学物質対策分野に係る施策

１
大気環境
水環境
化学物質

ダイオキシン類について、府域の環境状況を継続
的に把握する。

○ ○
ダイオキシン類常
時監視

ダイオキシン類について、府内
の環境状況を継続的に把握す
ること。

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大気、河川・
海域（水質、底質）、地下水質、土壌のダイオキシン類の
常時監視を行い、府内の汚染状況を把握します。
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・大気７地点、河川水質・底質21地点、海域
水質・底質５地点、
地下水質６地点、土壌６地点
【参考】2020年度実績
・大気10地点、河川水質・底質2１地点、海域
水質・底質５地点、
地下水質10地点、土壌10地点

○ ◎ ○
世界的な課題であるダイオキシン類による
環境汚染問題の解決に向けての基礎
データを提供するため

ダイオキシン類の環境基準の超過等につ
いて情報提供を行い、リスク影響の最小
化に寄与するため

快適・安全な環境の維持・創出のための
基礎データの提供に寄与するため

大気環境保全分野に係る施策

２ 大気環境

固定発生源（工場・事業場）からのばい煙等発生
を抑制することにより、生活環境保全目標を全地
点達成している項目については、その状態を維持
する。また、ダイオキシン類については、届出対
象施設設置者の自主測定結果の報告を受領、確
認し、基準の遵守等適切な運用を確認する。さら
にPM2.5の生活環境保全目標を全地点で達成す
る。

○
大気汚染防止のた
めの事業所規制

事業所に対して大気汚染物質
の排出規制を行い、大気環境
基準を達成すること。

 大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法及
び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく施設
等の設置・変更の事前届出について、ばい煙（NOx、
SOx、ばいじん、有害物質）、揮発性有機化合物、一般
粉じん、水銀、ダイオキシン類等の排出基準、設備構造
基準に適合しているかを審査し、必要に応じ改善指導を
行います。
また、法・条例による規制の実効性を確保するため、施
設の稼働状況や排ガス測定結果の立入検査を行うとと
もに、事業者の点検結果等の報告を求め適正な指導を
行うほか、規制基準の適合状況を確認するため、行政
による排ガス等の測定を実施します。
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・法、条例対象施設の事前届出に対して、規
制基準に適合しているか確認するとともに、
適合していない場合は速やかに改善するよう
指導を徹底する。
・規制基準の適合状況確認のため、苦情の
有無や排ガス量の規模等に応じて事業所に
立入検査を行い、現場確認及び指導等を実
施する。
・行政による排ガス等の測定を実施する。

○ ◎ ○ ○ 中長期的課題である大気汚染の改善に向
けた施策事業であるため

汚染者負担の原則に則った環境規制であ
るため

事業者に対するばい煙、有害物質等の規
制を推進することにより、良好な大気環境
の保全に寄与するため

良好な大気環境の保全・創出を図る取組
みであるため

３ 大気環境

大気汚染防止法に基づいて大気汚染常時監視を
実施し、生活環境保全目標を達成する。
・PM2.5も含め、全地点で目標達成している項目
については、その状態を維持。

○

微小粒子状物質
（PM2.5）の現状把
握と的確な注意喚
起の実施

PM2.5について効果的な対策を
行うため、監視測定局を整備し
て連続測定を行い、監視結果
を府民に分かりやすく提供する
とともに、府民の安全・安心を
確保するため、PM2.5の情報や
注意喚起を的確に発信するこ
と。
また、PM2.5の成分分析結果等
を用いた解析を行い、発生源
寄与割合の推計等についての
知見を集積すること。

府管理の測定局25局で自動測定機による連続測定を行
い、結果をホームページで分かりやすく提供するととも
に、季節ごとに成分分析を行うことにより、府内における
PM2.5の構成成分の実態及び季節変化を把握します。
また、PM2.5濃度が高くなると予測される場合、注意喚
起の情報を防災情報メール等により速やかに発信しま
す。
さらに、測定結果や発生源対策に係る国の調査･検討状
況を踏まえ、効果的な削減対策を進めるため、（地独）
大阪府立環境農林水産総合研究所と連携して、PM2.5
の各発生源からの寄与の解析等について調査研究を行
います。

3
9
11

・環境大気中の微小粒子状物質の状況把握
（府管理 一般局：18局、自排局：５局、うち成
分分析：２局）

○ ◎
国境を越えた広域的な課題となっている
PM2.5.問題の解決に向けての基礎データ
を提供するため

PM2.5濃度の現状を連続測定により適切
に把握し、府民に対し必要な情報提供を
迅速に行うため

４ 大気環境

・発令時には対象工場にその情報を迅速かつ正
確に伝達するとともに、工場からのNOxやVOCの
排出量を削減する。
・府域におけるVOC届出排出量を2019年度実績
値（1.00万トン）から削減する。

○ ○
光化学オキシダン
ト・ＶＯＣ対策の推
進

府民の健康を守るため、光化
学スモッグの原因物質の一つ
である揮発性有機化合物
（VOC）の排出量を削減するこ
と。

VOCの排出規制を着実に実施するとともに、化学物質
管理制度に基づく事業者による適切な管理等を促進す
ることにより削減します。
また、光化学スモッグ予報等の発令時には、健康被害
の未然防止のため府民への周知を行うとともに、削減措
置の対象工場へNOxやVOCの削減要請を行います。
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・VOCの排出抑制 ◎ ◎

工場・事業場に対し、VOCの排出規制・指
導を着実に実施するとともに、光化学ス
モッグ発令時には、緊急時対象工場に
NOxやVOCの削減要請を行うことで、事業
者の適正な管理等を促進し、府民の健康
被害の防止を図る。

NOｘやVOCの排出抑制等を促進すること
で、
府民の生活環境を保全するとともに、大気
環境の改善を図る。

５ 大気環境
・解体工事等におけるアスベスト飛散防止対策を
推進し、健康被害のリスクを抑制する。

○
アスベスト飛散防止
対策等の推進

府民の健康を守るため、建築
物等の解体・改造・補修に係る
アスベスト飛散防止の徹底を図
ること。

大気汚染防止法及び大阪府生活環境の保全等に関す
る条例に基づく立入検査、石綿濃度測定等を実施すると
ともに、建設リサイクル法の届出情報を活用し、事前調
査の内容確認や届出対象規模未満の解体現場等の立
入検査を行います。
また、2021年４月以降実施された規制対象の拡大等の
規制強化について、事業者等への周知や立入検査の実
施により規制遵守の徹底を図ります。
「アスベスト飛散防止推進月間」と位置付けている６月に
解体現場の府域一斉パトロールを実施するほか、府民・
事業者を対象とした飛散防止対策セミナーや関係団体・
市町村と「大阪府「みんなで防止！！石綿飛散」推進会
議」を開催し、徹底した石綿飛散防止対策の周知の取
組みの共有を行います。
また、災害時の石綿飛散防止に係る措置について府民
等への周知を行います。
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・解体現場等の立入検査
・規模の大きい作業の石綿濃度測定
（分析は（地独）大阪府立環境農林水産総合
研究所により実施。）
・石綿飛散防止対策セミナー等の開催

○ ◎ ○ ○ 中長期的課題である大気汚染の改善に向
けた施策事業であるため

汚染者負担の原則に則った環境規制であ
るため

解体工事等施工者への規制及び関係団
体への周知等により大気環境への石綿飛
散による住民等の暴露リスクを低減させる
ため

良好な大気環境の保全・創出を図る取組
みであるため

６ 大気環境

大気汚染防止法に基づいて大気汚染常時監視を
実施し、生活環境保全目標を達成する。
・二酸化窒素については、①全局生活環境保全
目標（0.06ppm以下）を達成し、さらに②全局
0.04ppm以下を達成する。
・光化学オキシダントについては、１時間値
0.12ppm（注意報発令レベル）未満を全ての測定
地点で達成する。
・PM2.5も含め、全地点で目標達成している項目
については、その状態を維持する。

○ 大気汚染常時監視

府域の大気の汚染状況の常時
監視、分析を行い、環境基準の
適否など環境の現状を把握す
るとともに、健康被害等の未然
防止を図ること。

大気汚染測定局を整備するとともに国設測定局の維持
管理を受託し、大気汚染状況を連続的に監視し、環境
基準の適否を評価、公表します。また、光化学スモッグ
注意報等の発令、周知を行います。
微小粒子状物質（PM2.5）について、常時監視及び成分
分析を行い、環境の現状を把握します（成分分析は、
（地独）大阪府立環境農林水産総合研究所により実
施）。
長期間の暴露により健康被害が懸念される有害大気汚
染物質について、汚染状況の把握のための調査を実施
します（分析は、（地独）大阪府立環境農林水産総合研
究所により実施）。
健康被害が懸念される石綿について、大気中濃度を経
年的に監視します。
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・大気汚染常時監視27局（国設局２局を含
む）
・微小粒子状物質監視25局（国設局２局を含
む）、成分分析２地点
・有害大気汚染物質モニタリング６地点
・石綿環境モニタリング４地点

○ ◎ ○
光化学スモッグ等の大気汚染物質にかか
る基準超過等の問題の解決に向けて、基
礎データを提供するため

大気汚染状況を継続的に監視し、環境基
準の達成状況等を含め、府民に対し必要
な情報提供を行うため

大気環境の維持・創出のための基礎デー
タの提供に寄与するため

７ 大気環境
・大阪府自動車排出窒素酸化物及び自動車排出
粒子状物質総量削減計画の目標を達成する。
※第４次計画はＲ５年度に策定予定

○ ○
自動車ＮＯｘ・ＰＭ総
量削減対策の推進

窒素酸化物（NOx）及び粒子状
物質（PM）の削減のため、関係
機関が各種自動車環境対策を
連携・協力して推進し、対策地
域全体で二酸化窒素（NO2）及

び浮遊粒子状物質（SPM）に係
る大気環境基準を達成・維持
すること。

関係機関（関係市町村、道路管理者等）と連携し、交差
点対策（右折レーン設置等の渋滞対策）等の交通流対
策のほか、エコドライブの推進や電動車の普及促進等
の諸施策を総合的に推進します。
併せて、道路交通センサスや自動車輸送統計調査など
をもとに、自動車からのNOx・PMの排出量を推計すると
ともに、自動車環境対策の進捗状況を把握します。
また、グリーン購入法や大阪府グリーン配送実施要綱に
基づき、物品納入業者に対するグリーン配送の指導を
行います。
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※今後策定予定の第４次計画に基づき設定
する。

◎ ○ ○ ○ 環境負荷の低い製品（自動車）の代替を
促進し、環境課題の改善に寄与するため

電動車等の導入促進により、環境性能の
高い自動車の普及に寄与するため

関係機関と連携し、自動車環境対策を推
進することにより、良好な大気環境の保全
に寄与するため。

良好な大気環境の保全・創出を図る取組
みであるため

水環境保全分野に係る施策

１４ 水環境 ・河川BODの生活環境保全目標を達成する。 ○ ○
水質汚濁防止の事
業所規制

水質汚濁防止法、瀬戸内海環
境保全特別措置法、ダイオキ
シン類対策特別措置法及び大
阪府生活環境の保全等に関す
る条例に基づき、事業所に対し
て水質汚濁物質等の排出規制
及び有害物質の地下浸透規制
を行い、水質環境基準の達成
及び有害物質による地下水汚
染の防止を図ること。

法・条例に基づく施設の設置・変更の事前届出を義務付
け、生物化学的酸素要求量（BOD）や有害物質等の排
水基準、設備構造基準に適合しているかを審査し、必要
に応じ指導を行います。
また、規制の実効性を確保するため、届出施設等につ
いて立入・採水検査を実施し、排水基準や施設等の構
造基準の遵守指導を行います。
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・排水基準が適用される事業所に、立入・採
水検査を実施
・施設等の構造基準が適用される事業所に、
立入検査を実施
・環境保全目標値超過河川に対する発生源
調査と排出事業者に対する指導、啓発を実
施

○ ◎ ○ ○ 中長期的かつ世界的な課題である劣悪な
水質及び衛生面の向上に寄与するため。

汚染者負担の原則に則った環境規制であ
るため

事業所に対する水質汚濁物質等の排出
規制及び有害物質の地下浸透規制推進
により、水質の向上と保全を図り、良質な
水循環に寄与するため。

良質な水環境の創出・保全に寄与するた
め。

１５ 水環境
府域全市町村の生活排水適正処理率95%以上を
めざし、特に適正処理率が低い自治体の底上げ
を図る。

○
生活排水対策の推
進

河川等の良好な水環境を確保
するため、生活排水の負荷量
の削減を図ること。

河川等の汚濁の原因の約８割を占める生活排水の負荷
量を削減するため、「市町村生活排水処理計画」の見直
し等へ技術的支援を行い、下水道や合併処理浄化槽等
の生活排水処理施設の効率的・効果的な整備を促進し
ます。
また、「大阪府生活排水対策推進月間」（２月）を中心に
啓発活動を通じて、家庭でできる生活排水対策の実践
の浸透を図ります。
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・「市町村生活排水処理計画」見直し予定市
町村等を対象として、ヒアリング等技術的支
援を実施
・生活排水対策に関する街頭啓発やパネル
展示等を実施

○ ○ ○ ○ 中長期的かつ世界的な課題である劣悪な
水質及び衛生面の向上に寄与するため。

下水道や合併浄化槽の整備等により、生
活排水による河川等への汚濁負荷量の削
減につながるため。

生活排水対策の推進により、水質の向上
と保全を図り、良質な水循環に寄与するた
め。

良質な水環境の創出・保全に寄与するた
め。

内容
関連する

SDGs
ゴール

2030大阪府環境総合計画
「施策の基本的な方向性」との関係

2030大阪府環境総合計画
「施策の基本的な方向性」との関係（詳細）

①中長期的
かつ

世界的な視野

②環境・社会・経済の統合的向上
①中長期的かつ世界的な視野

（詳細）

②環境・社会・経済の統合的向上取組指標No. 分野 施策事業名称目標 目的

基本方針
（主なもの）
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① ② ③

外部性の
内部化

環境効率性
の向上

環境リスク・
移行リスク
への対応

自然資本
の強化 外部性の内部化（詳細） 環境効率性の向上（詳細）

環境リスク・移行リスクへの対応
（詳細）

自然資本の強化（詳細）

内容
関連する

SDGs
ゴール

2030大阪府環境総合計画
「施策の基本的な方向性」との関係

2030大阪府環境総合計画
「施策の基本的な方向性」との関係（詳細）

①中長期的
かつ

世界的な視野

②環境・社会・経済の統合的向上
①中長期的かつ世界的な視野

（詳細）

②環境・社会・経済の統合的向上取組指標No. 分野 施策事業名称目標 目的

基本方針
（主なもの）

１６ 水環境
総量削減計画に示す目標年度において、COD、
窒素（Ｔ－Ｎ）、りん（Ｔ－Ｐ）の削減目標量を達成
する。

○
総量削減計画の進
行管理

府内から発生し大阪湾に流入
する化学的酸素要求量
（COD）、窒素（Ｔ－Ｎ）、りん（Ｔ
－Ｐ）の量を削減し、閉鎖性水
域である大阪湾の水環境の改
善を図ること。

 COD、Ｔ-Ｎ、Ｔ-Ｐに係る第８次総量削減計画の進行管
理を行うため、関係機関等から入手した各種データの整
理を行うことにより、発生負荷量を把握します。あわせ
て、総量規制基準を設定する際に必要となる規制対象
事業場の工程排水実態等についての調査や関係情報
の収集・整理を行い、国が定める第9次総量削減基本方
針に基づき、第９次計画の策定に向けた検討を進めま
す。

6
14

・2021年度のCOD、Ｔ-Ｎ、Ｔ-Ｐの発生負荷量
を把握し、発生負荷量削減の進捗管理を行
う。

○ ◎ ◎
中長期的かつ世界的な課題である海洋環
境や生物多様性の保全につながる取組み
であるため

総量削減計画の中で、総量規制として、対
象事業場に対し、COD、窒素、りんの汚濁
負荷量の排出規制を行っている。

総量削減計画に基づく取組により、閉鎖
性水域である大阪湾の水環境の改善を図
るため。

17 水環境

水質汚濁防止法に基づいて公共用水域の水質
等の常時監視を実施し、河川BODの生活環境保
全目標を達成するとともに、海域における底層DO
を改善する。

○
公共用水域常時監
視

公共用水域及び地下水の水質
を常時監視し、環境基準の適
否など環境の現状を把握する
こと。
また、環境省からの受託により
大阪湾の水質等の調査を実施
すること。

河川及び海域における水質等の常時監視を行い、環境
基準の適否を評価、公表します。
地下水質の常時監視（概況調査、継続監視調査、汚染
井戸周辺地区調査）を行い、環境基準の適否を評価、
公表します。
環境省からの受託により、大阪湾を含む瀬戸内海にお
ける水質汚濁、富栄養化の実態を広域的かつ統一的に
把握するための調査のうち、大阪湾の調査を行います。

3
6
11
14

・河川（水質57地点、底質11地点）
・海域（水質15地点、底質5地点）
・地下水質（概況調査20地点、継続監視調査
40地点）
・環境省受託調査 大阪湾海域（水質7地点、
底質2地点、マクロベントス（底生生物）2地
点）

○ ◎ ○ 世界的な課題である水資源問題の解決に
向けての基礎データを提供するため

健康項目の環境基準の超過等について
情報提供を行い、リスク影響の最小化に
寄与するため

水環境の維持・創出のための基礎データ
の提供に寄与するため

18 水環境
大阪湾奥部における水質改善・生物が生息しや
すい場の創出等の環境改善の取組みを推進す
る。

○
豊かな大阪湾の創
出に向けた取組み
の推進

大阪湾流域の自治体等の関係
機関と連携し、大阪湾の水質
改善・汚濁防止を図ることによ
り豊かな大阪湾の創出をめざ
すこと。

「瀬戸内海の環境の保全に関する大阪府計画」に基づ
き、豊かな大阪湾の創出に向けた取組みを推進するとと
もに、国の基本計画の変更等を踏まえ、計画の見直しに
向けた検討を進めます。
また、大阪湾沿岸23自治体で構成する｢大阪湾環境保
全協議会｣において、大阪湾の環境保全を啓発します。
さらに、大阪湾再生推進会議（事務局：近畿地方整備
局）が策定した「大阪湾再生行動計画」に基づき、水質
一斉調査などを実施し、関係機関と連携しながら大阪湾
の水質改善を推進します。

6
12
14
17

・湾奥部に設置している環境改善モデル設備
のモニタリング
・鉄道会社や「アスマイル」との連携による大
阪湾魅力スポットを巡るウォーキングイベント
の開催 ３回
・大阪湾フォーラムの開催、フィッシングショー
等のイベントへの出展 ５回

○ ◎ ◎

海洋プラスチック問題の解決や生物多様
性の保全といった世界的な課題の解決に
向けて、大阪湾の環境保全を通して、府民
の理解と行動変容を促進するため

大阪湾の海ごみを回収するとともに、その
発生
抑制のための実態調査や啓発を行うこと
により、海洋プラスチックごみの削減を図
るため。

大阪湾の生態系を啓発するとともに、水質
改善を推進し、大阪湾の水環境や生物多
様性の保全を図るため。

19 水環境
2030年度に大阪湾に流入するプラスチックごみの
量を半減する。

○ ○
おおさか海ごみゼロ
プランの推進

 「豊かな大阪湾」の実現のた
め、プラスチックごみを含め人
の活動に伴うごみの流入がな
い大阪湾をめざし、大阪湾に流
入するプラスチックごみの量を
2030年度に2021年度比で半減
させる目標を達成すること。
（目標年度：2030年度）

 ごみの発生原因を踏まえた効果的な発生源対策や、
まちや川、海岸における美化活動の活性化等を推進し
ます。

3
6
11
14
17

・大阪湾に流入するプラスチックごみ量の推
計方法の確立
・河川流域の自治体等で構成する協議会を
活用した発生源対策の推進
・楽しみながら参加したくなる美化活動の展
開（「ごみ拾いdeながら運動」の活用等）
・大阪湾の海ごみの回収の推進（「海岸漂着
物等対策事業」参照）

○ ◎ ◎

海洋プラスチック問題の解決や生物多様
性の保全といった世界的な課題の解決に
向けて、大阪湾の環境保全を通して、府民
の理解と行動変容を促進するため

大阪湾の海ごみを回収するとともに、その
発生
抑制のための実態調査や啓発を行うこと
により、海洋プラスチックごみの削減を図
るため。

海洋プラスチックごみ対策を行うことによ
り、
大阪湾の水環境や生物多様性の保全を
図るため。

20 水環境
2030年度に大阪湾に流入するプラスチックごみの
量を半減する。

○
海岸漂着物等対策
事業

大阪湾の海ごみを回収するとと
もに、その発生抑制のための
実態調査や啓発を行うことによ
り、海洋プラスチックを含む海
岸漂着物等の削減を図ること。

漁業者と連携して海底ごみ及び漂流ごみを回収・処分
するとともに大阪府内における河川ごみ等の実態把握
を目的として、港湾管理者や河川管理者等が回収する
ごみの組成調査を実施します。また、市町村が行う海岸
漂着物等の回収や発生抑制の啓発に要する費用を補し
ます。

12
14
17

・港湾管理者が回収する漂流ごみ等の組成
調査 ９か所
・市町村等の海岸漂着物等対策への補助 ５
団体

○ ◎ ◎

中長期的かつ世界的な課題である海洋プ
ラスチックごみ問題の解決に向けて、「大
阪ブルーオーシャンビジョン」実行計画や
「海ごみゼロプラン」等により、プラスチック
ごみによる河川や海洋汚染の防止を図る
ため。

大阪湾の海ごみを回収するとともに、その
発生
抑制のための実態調査や啓発を行うこと
により、海洋プラスチックごみの削減を図
るため。

海洋プラスチックごみ対策を行うことによ
り、
大阪湾の水環境や生物多様性の保全を
図るため。

化学物質対策分野に係る施策

21 化学物質
府域における化学物質届出排出量を2019年度実
績値（1.10万トン）から削減する。

○
環境リスクの高い化
学物質の排出削減

化学物質に係る環境リスクを低
減すること。

環境リスクの高い化学物質の排出削減を図るため、ＰＲ
ＴＲ法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基
づき、化学物質の排出量等の届出の受理、データの集
計・公表を行うとともに、事業者に対する指導・助言を行
います。
また、排出量削減の効果を検証するため、有害大気汚
染物質モニタリング等の測定データを活用し、環境中へ
の排出量データと環境濃度の経年的な傾向及びその関
連性等について比較検討を進めていきます。

3
6
9
11
12

・環境リスクの高い化学物質の排出を削減す
る。

◎ ○ ◎ 事業者による自主的な環境負荷低減の取
組みを促進する仕組みであるため

環境リスクの低い化学物質の代替を促進
するなど環境効率性を高める取組みであ
るため。

環境リスクの高い化学物質の排出削減の
取組みを促進するため

22 化学物質

化学物質を取り扱う事業者に対し立入検査等に
より指導を行うことにより、大規模災害時における
化学物質による環境リスク低減対策の推進を図
る。

○

大規模災害時にお
ける化学物質によ
る環境リスク低減対
策の推進

大規模災害に備えた事業者に
よる化学物質の自主的管理の
強化を図ること。

事業者に対し、南海トラフ巨大地震等の大規模災害時
の化学物質による環境リスクを把握し、その低減方策を
検討・実施した管理計画書の届出を求めています。届出
された計画書に沿って対策が行われていくよう立入検査
等により指導を行います。
また、災害時の消防活動をより安全なものにするため、
事業者からの届出情報に基づき、市町村消防部局に対
し、化学物質の取扱情報を定期的に提供していきます。

3
6
11
12

・届出された化学物質管理計画書の進捗状
況の把握、立入検査等による対策推進の指
導

○ ◎ 事業者による自主的な環境負荷低減の取
組みを促進する仕組みであるため

災害時の化学物質の流出等による環境リ
スク低減の取組みを促進するため

23 化学物質

化学物質等の環境リスクに関する情報をわかり
やすく開示することにより府民の理解を促進する
とともに、セミナーの開催等を通じて、リスクコミュ
ニケーションの推進を図る。

○
化学物質に関する
リスクコミュニケー
ションの推進

化学物質による環境リスクに関
する科学的な知見・情報を府
民・事業者・行政が共有し、相
互理解を深めるための対話で
ある「リスクコミュニケーション」
の取組みを推進すること。

化学物質の排出削減やリスクコミュニケーションの重要
性について、府民・事業者等の理解を深めるため、化学
物質対策に関するセミナーを開催し、府民・事業者・行
政の対話の推進を図ります。

3
4
6
11
12

・化学物質対策に関するセミナーの開催 ○ ◎ 事業者による自主的な環境負荷低減の取
組みを促進につながるため

府民の環境リスクについての理解を促進
するとともに、環境リスクを踏まえた事業
者による予防的措置の検討・実施を促進
するため

24 化学物質
事業者や土地所有者等への制度の周知徹底や
適正な指導により、土壌・地下水汚染による府民
の健康影響の防止を図る。

○
土壌･地下水汚染
対策の推進

土壌汚染の早期発見、汚染土
壌の適正な管理・処理による周
辺住民の健康影響の防止、事
業場における土壌汚染の未然
防止及び地下水汚染対策を推
進すること。

土壌汚染による府民の健康影響の防止を図るため、土
壌汚染対策法及び大阪府生活環境の保全等に関する
条例に基づき、土地の所有者等が行う土壌汚染の状況
調査や汚染の除去等の措置について指導を行います。
また、有害物質を使用している事業場における土壌汚染
の未然防止のための漏えい防止対策や、事業者による
地下水汚染対策が適切に推進されるよう指導を行いま
す。

3
6

・土壌汚染状況調査、汚染の除去等の措置、
地下水汚染対策等の指導

◎ ○ ○ 環境に負荷を与える行為を規制する仕組
みであるため

環境リスクを踏まえた事業者等による予
防的措置の検討・実施を促進するため

地下水の保全に寄与するため

快適な地域づくり分野に係る施策

25 快適
自動車騒音、航空機騒音及び新幹線騒音に係る
生活環境保全目標を達成する。

○ 騒音・振動の防止

工場・事業場、建設作業及び道
路等からの騒音・振動を防止
し、また、騒音・振動に関する
府民、事業者、行政の間のリス
クコミュニケーションの取組みを
推進し、生活環境の保全を図る
こと。

幹線道路沿道における自動車騒音、大阪国際空港及び
関西国際空港の周辺地域における航空機騒音、新幹線
鉄道騒音に係る環境基準の達成状況を把握し、関係機
関に低騒音舗装や低騒音型機材への代替などの対策
の推進を働きかけます。
また、工場及び建設作業等の騒音・振動の規制権限を
有する市町村において規制・指導の徹底が図られるよ
う、必要な技術的支援を行います。

9
11

・自動車騒音モニタリング調査の実施 10町
村域
 （自動車騒音に係る環境基準の達成率：
94.6%（2019年度））
・航空機騒音調査の実施（大阪国際空港周
辺：通年３地点、短期２地点、関西国際空港
周辺：短期２地点）
・市町村研修会の開催 ２回

◎ ◎
生活環境を保全するために、工場・事業
者等への騒音・振動対策を推進している
ため

関係機関に最新のデータを提供し、騒音
軽減対策の推進を働きかけるため。
また、市町村に対し騒音・振動規制上必
要な知識及び技術を提供することで、対応
力を向上させるため。

26 快適
市町村が実施する悪臭防止に対する規制指導を
支援することで、府域の環境保全を図る。

○
悪臭防止規制指導
に関する市町村支
援

悪臭規制事務を担当する府内
の市町村が適正な悪臭規制を
推進できるよう市町村への支
援を行うこと。

市町村からの悪臭規制、指導に関する問合せの対応や
悪臭防止法施行状況調査の取りまとめを通して、悪臭
規制事務で市町村が苦慮している点や府内の悪臭苦情
の現状を把握します。
そのうえで市町村職員を対象に研修会を開催し、臭気
測定実習等の技術的支援を行うほか、各市町村での悪
臭苦情事例等の情報共有や意見交換の場を設けること
で、事務の処理方法や悪臭苦情の対応方法等の習得、
臭気指数規制の導入を支援します。

3
11

・市町村からの悪臭規制、指導に関する問合
せへの対応
・悪臭防止法施行状況調査の取りまとめ
・市町村悪臭規制担当職員研修会の実施 １
回

◎ ○ 汚染者負担の原則に則った環境規制であ
るため

悪臭に対する規制事務を担当する市町村
への支援を通じ、より良質な環境の維持を
促進するため。

27 快適
工業用水法及び大阪府生活環境の保全等に関
する条例に基づく地下水採取の規制等により、地
盤沈下の未然防止を図る。

○
地盤沈下対策に係
る規制指導

地盤沈下を未然に防止するた
め、工業用水法及び大阪府生
活環境の保全等に関する条例
に基づく地下水採取の規制等
を行うこと。

工業用水法及び大阪府生活環境の保全等に関する条
例に基づく許可の審査のほか、地下水採取の実態を把
握するため、地下水の採取量について報告の徴収を行
い、必要に応じ事業者に対し指導を実施します。
 また、府内の地盤沈下の状況を把握するため、計14箇
所の地盤沈下・地下水位観測所において地盤沈下量と
地下水位の観測を行います。

11
・工業用水法に基づく許可、地下水採取量報
告徴収
・地盤沈下量、地下水位の観測 14箇所

◎ ○ 環境に負荷を与える行為を規制する仕組
みであるため

環境リスクを踏まえた事業者等による予
防的措置の検討・実施を促進するため
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① ② ③

外部性の
内部化

環境効率性
の向上

環境リスク・
移行リスク
への対応

自然資本
の強化 外部性の内部化（詳細） 環境効率性の向上（詳細）

環境リスク・移行リスクへの対応
（詳細）

自然資本の強化（詳細）

内容
関連する

SDGs
ゴール

2030大阪府環境総合計画
「施策の基本的な方向性」との関係

2030大阪府環境総合計画
「施策の基本的な方向性」との関係（詳細）

①中長期的
かつ

世界的な視野

②環境・社会・経済の統合的向上
①中長期的かつ世界的な視野

（詳細）

②環境・社会・経済の統合的向上取組指標No. 分野 施策事業名称目標 目的

基本方針
（主なもの）

28 快適 公害審査会を適切に運営する。 ○ 公害審査会

公害紛争処理法に基づき、知
事の附属機関として公害に係
る紛争について調停、あっせ
ん、仲裁を行い、府域の紛争解
決に取り組むこと。

公害審査会は、府民、事業者等から公害紛争処理法に
基づく調停申請に対応して、当事者同士の話合いによる
紛争の解決を図るため、「調停委員会」を設置して迅速
かつ適正に手続きを進めます。
 また、公害審査会全体会議を開催し、審査会委員が係
属中の公害調停の進捗状況について意見交換を行いま
す。

3
6
11

・公害紛争処理法に基づく申請に対応して、
中立公正な立場から紛争の解決を図る。

◎

公害に係る紛争について、あっせん、調停
及び仲裁を行うことにより、その迅速かつ
適正な解決を図ることを目的として設置し
ている機関であるため。

29 快適

・事業者に対して環境アセスメントの適切な実施
を指導する。
・事後調査結果の報告を受けて必要に応じて事
業者に環境保全についての措置を講じるよう求
める。
・環境の状況の変化などに伴う新たな課題に対
応して技術指針を適宜見直す。

○ 環境影響評価制度

環境影響評価法及び大阪府環
境影響評価条例に基づき環境
アセスメント手続を行うことによ
り、大規模事業に係る環境保
全について、適正な配慮がなさ
れることを確保すること。

学識経験者により構成される環境影響評価審査会の調
査審議が円滑に行われるよう事務局として同審査会を
適切に運営します。また、環境影響評価法等の対象事
業について、環境影響評価図書の作成を指導するととも
に、事後調査報告書の提出を受けて対象事業の実施に
よる環境影響及び環境保全対策の履行状況を確認し、
必要に応じ事業者に環境保全についての措置を講じる
よう求めます。

3
6
8
9
11
12
14
15

・環境配慮の事前検討やわかりやすい環境
影響評価図書の作成等に関する事業者への
適切な指導

○ ◎ ○ ○ ○ 中長期的かつ世界的な課題である脱炭素
社会の構築に寄与するため。

事業が環境の保全に十分に配慮して行わ
れるようにすることを目的とする制度であ
るため。

廃棄物の発生などの環境負荷の低減を含
め、事業が環境の保全に十分に配慮して
行われるようにすることを目的とする制度
であるため。

化学物質及び温室効果ガスの排出抑制を
含め、事業が環境の保全に十分に配慮し
て行われるようにすることを目的とする制
度であるため。

自然資本の持続可能な利用、維持・充実
を含め、事業が環境の保全に十分に配慮
して行われるようにすることを目的とする
制度であるため。
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